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ＰＰＰ・ＰＦＩ事業について



ＰＰＰ／ＰＦＩとは
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ＰＰＰ（Public Private Partnership）とは

出典：国土交通省総合政策局資料

ＰＰＰ（Public Private Partnership）とは
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行政と民間が連携して、それぞれお互いの強みを生かすことによって、最適
な公共サービスの提供を実現し、地域の価値や住民満足度の最大化を図るも
の。



ＰＰＰ（Public Private Partnership）とはＰＰＰの手法
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■公有資産活用型PPPの代表手法

企画・計画
（Planning）

設計
（Design）

施工
（Build）

運営・維持管理
（Operate）

ＤＢＯ方式

ＰＦＩ（ＢＴＯ・ＢＯＴ・ＢＯＯ）方式

公設公営民間委託

公設民営

指定管理者制度

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術活用方式(CM方式）

設計・施工一括発注方式

入札時ＶＥ方式

契約後ＶＥ方式

【事業段階】

【民活方式】

土地売却方式 定期借地権方式 土地信託方式

■公共サービス型PPPの代表手法



ＰＰＰ（Public Private Partnership）とはＰＦＩとは？（１/３）
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②PFI法に基づいて実施される公共事業

いわゆるPFI法（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する
法律(平成11年7月30日法律第117号)）に基づいて実施される事業。

法の対象には，道路，港湾，河川，下水道，等の公共施設，庁舎，宿舎等の公用
施設，公営住宅，教育文化施設，廃棄物処理施設，等の公益的施設まで，ほとん
ど全ての社会資本が対象となる。

PFI法及びPFI基本方針等に即した実施手順を踏んで実施される事業を指す。

①公共サービスの調達手法の一種

国，都道府県，市町村等にとって必要な公共サービスを調達する方法の一つ。

 「公共サービス」とは，公共施設やその施設における労務などから構成される，公
共が住民に対して提供する「サービス全体」を指す。

◇単なる「手法」なのになぜ注目されるのか
⇒公共側，民間側にとって単なる手法にとどまらない，様々な波及効果が期待され

ているから。（民間企業にとってもビジネスチャンスとして期待されている。）



ＰＰＰ（Public Private Partnership）とはＰＦＩとは？（２/３）
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ＰＦＩは公共事業そのものです（1/2）
 これまでの公共事業方式

企
画
立
案

用
地
取
得

設

計

建

設

運
営

維
持
管
理

 企画立案から運営まで全てを公共が直接実施。

 しかしながら、必ずしも全てを直営でやることが効
率的とは限らない場合もあった。

事業主体＝公共（○○区）

民間委託 民間委託 民間委託



ＰＰＰ（Public Private Partnership）とはＰＦＩとは？（３/３）
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ＰＦＩは公共事業そのものです（2/2）
• ＰＦＩ方式

• 民間の方が得意な分野に限って、責任を持たせて任せる方法。
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 このように、ＰＦＩは公共事業であることに変わりがない。

 ＰＦＩ方式で行う公共事業では、民間は官民で合意した契約に基
づき、公共の監督下で民間が得意とする部分を実施。

事業主体＝公共（○○区）

設

計

建

設

運
営

維
持
管
理

得意な分野を民間に任せる公共が直接実施



一般的なＰＰＰ・ＰＦＩ事業スキーム

8

一般的なＰＰＰ・PFI方式従来方式

自治体

設計
会社

維持管
理会社

運営
会社

建設
会社

一般財源

地方債

自治体

設計
会社

維持管
理会社

運営
会社

建設
会社

金融
機関

仕様発注
分離発注

金融
機関

民間事業者
【ＳＰＣなど】

民間事業者自らの提
案に基づく仕様発注

出
資
者 融資出資

PPP・PFI事業契約

性能発注
包括発注

一般
財源



従来方式とＰＰＰ・ＰＦＩ方式の比較
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企画 設計 建設 維持管理・運営 監視

従来
方式

PPP・PFI
方式

自治体 自治体

民間

自治体 民間 自治体

民間 民間

民間 民間

自治体

民間 民間 自治体

項目 典型的なＰＰＰ・ＰＦＩ 従来から行われていた民間委託・請負

委託期間 長期間(15～20年程度が多い) 原則単年度

委託範囲 包括的（設計・建設・維持管理・運営） 個別業務ごとの場合が多い

建設費 民間側が立替え
(事業者が資金調達)

自治体が負担
(一般財源，起債等)

発注方法 性能発注
(要求水準を自社責任で解釈)

仕様発注
(公共側の判断･仕様に基づく)

対価支払い 委託期間中に平準化して支払い 個別業務ごとに一括で支払い

リスク 契約書に定めた分担に基づく 基本的に自治体が負う

業務改善イン
センティブ

働きやすい側面がある
(民間事業者の創意工夫の余地大)

働きにくい側面がある
(民間事業者の創意工夫の余地小)



ＰＰＰとは ～仕様発注と性能発注～

仕様発注仕様発注 性能発注性能発注
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発注者が必要な性能を示し、受注
者はそれを達成するための技術提
案および施工する方式
例：夏季は室内温度を２８℃以下
とすること。

発注者が詳細に仕様を規定し、受
注者は規定された仕様に忠実に施
工する方式
例：技術方式は○○とし、材料は
○○とする。

 詳細に仕様を規定するため、
民間のノウハウ提案に基づく
コスト削減・品質向上につな
がりにくい

 民間事業者に求める能力の範
囲が限定的

 民間の創意工夫の余地が大き
く、コスト削減・品質向上に
つながりやすい

 新技術・新工法開発の提案が
可能。技術開発促進が期待

特徴特徴



ＰＰＰとは ～分離発注と一括発注～

分離発注分離発注

設計・建設・維持管理・運営等を
まとめて一括して発注する方式

設計・建設・維持管理・運営等を
個別に発注する方式

一括発注一括発注

特徴特徴
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維持管理・運営を考
慮した設計・建設の
提案を誘導する要素
がないため、結果と
して、維持管理・運
営のコスト高になる
可能性がある

事業者間で業務範囲
の調整が可能である
ため、民間の創意工
夫の余地が大きくコ
スト削減・品質向上
につながりやすい



ＰＰＰとは ～短期契約と長期契約～

短期契約短期契約

主に維持管理・運営業務において、
１５～２０年程度の期間の契約

主に維持管理・運営業務において、
単年度毎の契約

長期契約長期契約

 単年度予算の制約を受ける

 予防保全に基づく契約となら
ない

 事業者は安定的に仕事を確保
できるため、採用事務や職場
変更の負担が削減される

 事業者は契約期間全体におい
て最適化を図るため、コスト
削減・品質向上につながりや
すい

特徴特徴
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ＰＰＰ・ＰＦＩの最新動向
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ＰＦＩ事業の実施状況
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ＰＦＩ事業の実施状況
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ＰＦＩ事業の実施状況
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ＰＰＰの進め方



ＰＰＰの進め方（事業実施の判断）
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意思決定
実施方針
公表

入札公告
公表

入札提案書
受付

落札者決定
仮契約
締結

本契約
締結

2～3ヶ月 1～3ヶ月 3～4ヶ月 1.5～2ヶ月 2～3ヶ月 1.5～2ヶ月

質問回答
意見徴収

質問回答 選定審査 明確化協議

可能性
調査

6ヶ月～

コンソーシアム
組成検討

事業者
ヒアリング

情報収集
参加検討

説明会
参加

事業内容
基本検討

入札提案書
提出

提案書作成
コスト算定

落札事業者
決定

契約書
内容協議

仮契約
締結

◆民間事業者サイド

◆行政サイド

約1.5年～2年
事業
実施



サウンディング型市場調査

20国交省資料より
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ＰＰＰ・ＰＦＩに関する疑問



自治体名 実施件数 自治体名 実施件数 自治体名 実施件数 自治体名 実施件数 自治体名 実施件数

北海道 札幌市 2 埼玉県 狭山市 2 神奈川県 鎌倉市 1 愛知県 東郷町 1 岡山県 岡山市 2

北海道 旭川市 1 埼玉県 越谷市 1 神奈川県 藤沢市 1 三重県 津市 1 岡山県 倉敷市 1

北海道 釧路市 3 埼玉県 富士見市 1 神奈川県 小田原市 1 三重県 四日市市 1 岡山県 笠岡市 1

北海道 北見市 1 埼玉県 鶴ヶ島市 1 神奈川県 茅ヶ崎市 1 三重県 桑名市 2 岡山県 鏡野町 1

北海道 夕張市 1 埼玉県 吉川市 1 神奈川県 山北町 1 三重県 鈴鹿市 1 広島県 呉市 1

北海道 岩見沢市 1 埼玉県 ふじみ野市 1 新潟県 新潟市 1 三重県 紀宝町 1 広島県 大竹市 1

北海道 稚内市 2 埼玉県 滑川町 1 新潟県 長岡市 2 滋賀県 野洲市 1 広島県 廿日市市 1

北海道 伊達市 1 埼玉県 嵐山町 1 富山県 富山市 3 京都府 京都市 6 広島県 神石高原町 1

北海道 壮瞥町 1 埼玉県 杉戸町 1 富山県 黒部市 1 京都府 長岡京市 1 山口県 山陽小野田市 1

青森県 青森市 1 千葉県 千葉市 5 石川県 野々市市 3 大阪府 大阪市 2 徳島県 徳島市 1

青森県 十和田市 1 千葉県 銚子市 2 福井県 鯖江市 3 大阪府 堺市 1 徳島県 三好市 2

岩手県 宮古市 1 千葉県 市川市 3 福井県 おおい町 1 大阪府 吹田市 2 香川県 宇多津町 1

岩手県 奥州市 1 千葉県 木更津市 1 山梨県 身延町 1 大阪府 泉大津市 1 香川県 まんのう町 1

岩手県 紫波町 3 千葉県 松戸市 1 長野県 長野市 1 大阪府 枚方市 1 愛媛県 大洲市 1

宮城県 仙台市 5 千葉県 流山市 1 長野県 大町市 1 大阪府 八尾市 1 愛媛県 愛南町 1

宮城県 名取市 1 千葉県 八千代市 2 岐阜県 大垣市 1 大阪府 泉佐野市 1 福岡県 北九州市 4

宮城県 東松島市 1 千葉県 鎌ケ谷市 1 岐阜県 羽島市 1 大阪府 富田林市 2 福岡県 福岡市 9

宮城県 大崎市 1 千葉県 浦安市 3 岐阜県 可児市 1 大阪府 寝屋川市 1 福岡県 久留米市 1

宮城県 女川町 1 東京都 千代田区 1 静岡県 静岡市 3 大阪府 和泉市 1 福岡県 粕屋町 1

秋田県 大館市 2 東京都 中央区 2 静岡県 浜松市 1 大阪府 箕面市 1 福岡県 大刀洗町 1

山形県 山形市 1 東京都 墨田区 1 静岡県 沼津市 2 大阪府 柏原市 1 福岡県 香春町 1

山形県 米沢市 3 東京都 大田区 1 静岡県 御殿場市 1 大阪府 門真市 1 佐賀県 唐津市 1

山形県 鶴岡市 1 東京都 中野区 1 静岡県 函南町 1 大阪府 東大阪市 1 佐賀県 伊万里市 1

山形県 上山市 1 東京都 杉並区 3 静岡県 長泉町 1 兵庫県 神戸市 8 佐賀県 みやき町 4

山形県 東根市 4 東京都 足立区 1 愛知県 名古屋市 3 兵庫県 姫路市 1 長崎県 長崎市 1

福島県 いわき市 1 東京都 八王子市 1 愛知県 豊橋市 5 兵庫県 尼崎市 1 熊本県 熊本市 2

茨城県 神栖市 1 東京都 立川市 1 愛知県 岡崎市 4 兵庫県 西宮市 3 熊本県 長洲町 2

栃木県 宇都宮市 1 東京都 府中市 1 愛知県 一宮市 1 兵庫県 芦屋市 1 大分県 大分市 2

栃木県 佐野市 1 東京都 調布市 1 愛知県 豊田市 2 兵庫県 加古川市 1 大分県 豊後高田市 1

群馬県 東吾妻町 1 東京都 稲城市 2 愛知県 安城市 1 兵庫県 川西市 4 鹿児島県 鹿児島市 1

埼玉県 さいたま市 1 神奈川県 横浜市 10 愛知県 西尾市 1 兵庫県 養父市 2 鹿児島県 指宿市 1

埼玉県 川越市 2 神奈川県 川崎市 7 愛知県 高浜市 1 奈良県 橿原市 1 合計 272

埼玉県 加須市 1 神奈川県 横須賀市 1 愛知県 田原市 2 島根県 松江市 1

ＰＰＰ・ＰＦＩは大都市が実施するもの？
ＰＦＩ実施経験のある市区町村

H27.3.31時点 22



地元事業者が参画できない？

○地元事業者を参画しやすくする例（ＷＴＯ対象案件を除く）

 代表企業に市内工事の受注実績があることを義務付け
 構成員に市内企業を含むことを義務付け
 市内企業に一定金額以上の下請業務を出すことを義務付け
 市内企業を構成員とすることを加点 等

事業名
落札グループ

代表企業 構成員

（仮称）柳島スポーツ公園PFI
事業

亀井工業ホールディング
ス

パシフィックコンサル
タンツ(株)横浜事務所

亀井工業 湘南造園
湘南ベルマーレスポー
ツクラブ

豊後高田市子育て支援住宅等整
備及び子育て団地形成準備業務
PFI事業

中村建材店

ケイ設計工房 三明工務店 アラカワハウス 榎本建築

辛嶋建設 京建築 次郎丸建設 為成建設

徳野建築 西国東工務店 丸弘工務店 加宝興産

福岡市立西部地域小学校空調整
備ＰＦＩ事業

大橋エアシステム 九電工 平和電興

（仮称）伊達市学校給食セン
ター整備運営事業

日総
札幌日総建 須藤建設 マルゼン 太平ビルサービス

長大

寝屋川市営住宅再編整備第１期
建替事業

前田組
ジャス

田中啓文総合建築研究
所

マエダエステート
エフ・エム・シー介護
サービス

エヌ・ケイ興産

函南「道の駅・川の駅」PFI事
業

加和太建設 日総建 ＪＭ 長大

：地元事業者 ※ＰＦＩ事業が実施される都道府県内に本社がある企業と定義

地元事業者が代表企業として落札したＰＦＩ事業の事例

23



（参考）令和元年度 PFI事業における地域企業の参画状況
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出典：内閣府資料


